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Pasinettiの「新経済成長論」＊

吉 村 弘

本稿は，Pasinetti〔1〕の「新経済成長論」を紹介し，併せて若千の検討

を試みようとするものである。

　Pasinetti〔1〕＝Luigi　L．　Pasinetti，“A　New　Theoretical　Approach

　to　the　Problems　of　Economic　Growth，”in　Ponttficiαe　Academiae

　Scientiarvm　ScPtipta　Varia　28．

1　Pasinettiモデルの前提および特徴

（1）基本的特徴

　Pasinettiの基本的な考え方の特徴は，近代の経済成長を規定する主たる要

因が，自然資源ではなく，人間活動human　activity・労働labour・努力

effortsであるという点にある①。　それゆえ分析の中心は，自然資源の希少性

と経済諸量との関係ではなく，人間の習得過程Iearning　process　of　human

beingと経済諸量との関係におかれる。まず人間のlearningの結果である技

術進歩と消喪財需要の変化のために成長過程では経済構造の変化が不可避であ

ることが示され，次いで，現在広く行なわれているマクロ分析および多部門均

斉成長分析に代る分析として，構造変化を認める多部門分析が展開される。

②　純粋生産モデル

　Pasinettiは，彼の理論を自然資源の希少性を重視する理論と対比するた

＊本稿の主要資料であるPasinetti〔1〕は，　Sylos－Labini教授が，主に本学の安部一

成教授の御尽力によって来山された折りに筆者に約束し，帰国後贈って下さったもので

ある。記して両教授に謝意を表わしたい。
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めに，純粋交換モデルpure　exchange　modelと純粋生産モデルpure　pro－

duction　modelとを比較する。まず純粋交換モデルでは，富（もしくは社会的

厚生）の増加が，生産は一定にしたもとで，交換を通して行なわれる。そこで

の問題は，所与の希少な資源の最適配分，ないし完全知識のもとでの合理的行

動（条件付極大化行動）の帰結を追求することである。特徴的な財は再生産し

えない（希少な）自然資源であり，それが生産を制約する。このような交換に

よる富の増加は急激ではあるが一時的なものであり，短期的・静学的な概念に

よって分析することができる。その歴史上の対応例としては新大陸の発見によ

る交易の拡大が，また経済理論上の対応例としては静学的限界分析が，それぞ

れ考えられている。

　他方，純粋生産モデルでは，富の増加は交換を前提とした生産によって行

なわれる。人間は経験することによって知識を獲得する（1earn）ζとができ

るので，生産活動を遂行するということの中には新しいすぐれた生産方法を発

見する（技術進歩）ということが含意されている。したがって純粋生産モデル

では人間のlearningが生産にいかに影響するかを分析し，人間活動・労働

によって再生産しうる財だけが考察の対象とされる。1earningの効果は短期

間では小さくかつ遅い。けれども累積的であり，したがって長期的・動学的概

念によって分析するのに適している。その歴史上の対応例としては産業革命が

指摘されている。　もちろんPasinettiのモデルは純粋生産モデルである。両

第　1　表

富を増加する方法

増加の性質
分　析　内　容

特徴的な財
典型的な経済理論

歴史上の対応例

純粋交換モデル

交換（生産は一定）

急激だが一時的

所与の資源の合理的配分

希少な自然資源

静学的限界分析

純粋生産モデル

生産（交換は前提）

緩慢だが累積的

leaningの経済への効果

生産可能な財

Pasinettiモデル

新大陸の発見による交易の拡大　産業革命
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モデルの対比は第1表のようにまとめられる。

　1earning過程は技術と消費者需要の2つの場合について考えられる。したが

ってPasinettiの展開する純粋生産モデルの具体的な特徴は，2つのlearning

過程の把握の仕方に主として依存することになる。まず技術におけるlearning

から考察しよう。

（3）技術進歩

　技術進歩は近代社会の変動の中心的要因である。なるほど技術進歩と人口成

長は，その発生については，ともにモデルの外から与えられるという点で共通

している。さらにその経済への効果については，経済全体の生産ないし所得を

増加させるという点で共通している。しかし技術進歩は，人口成長とは異なっ

て，次に示す如く生産・産業構造の変化を惹起する効果をもっている。まずな

によりも技術進歩は複雑な1earningの結果である。外からみれば突然生じた

ようにみえる大きな技術進歩も，小さな改良の長期にわたる累積の結果であ

る。　したがって技術は短期間には大きな変化はない（slOW）が，しかし累積

的（progressive）・非可逆的であるので，長期間には大きな変化となって現

われる。若干の財の生産については，　自然資源の希少性から生じる収穫逓減

によって技術進歩が打ち消されるかもしれない。　しかし事実の示すところで

は，多数の財の生産にっいて技術進歩の効果は収穫逓減を相殺して余りあると

考えられる⑨。かくて技術進歩は次の3つの性質をもつとみることができる。

（i）全体としてみれば生産係数（単位生産当り要素投入量）を減少させ，そ

の結果1人当り所得を増大させる。　　（ii）各財にっいて進歩率は異なる。

（iii）新しい財を創造する。

（4）消費者需要

　上述の如く技術進歩は，人口成長と異なって，1人当り所得聖増加させる。

もとより技術進歩は，それのもたらす所得増加によって消費者の需要する財が

入手できてはじめて意義をもつ。したがって技術進歩は消費者需要についての

仮説なしに論じることはできない。では技術進歩のもたらす1人当り所得増加

は消費者需要にどのような影響をもつであろうか・
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　人口成長の存否にかかわらず1人当り所得の変化しない経済では，各人が所

得を常に同じ比率で各消費財に支出し，したがってたとえ人口成長があったと

しても各消費財の生産は同じ割合を保ちつつ増加すると考えることが許されよ

う⑧。　しかし1人当り所得の変化（増加）する経済では，各人は少なくとも所

得増分にっいては常にその支出先の新たな選択に迫られる。

　ところで一般に消費者の欲求には順序orderがある。すなわち第1図に示

すように，生産必需品は所得の低い水準でも欲求される反面，所得の増加につ

れて急激に飽和satulationに達する。多くの普通の財は，生活必需品に対す

る最低限の欲求が確保された後，それに対する欲求が増大する。しかしやがて

は飽和に達するであろう。またある財については，それが生活必需品と否とに

1人当り需要

飽和

0

（α）

1人当り需要

1人当り所得　　　0

　　　（b）

第　1　図

1人当り需要

1人当り所得　　0

（c）

1人当り所得

かかわらず，所得のある水準から欲求が減少するかもしれない（劣級財）。し

たがって技術進歩によって1人当り所得の増大しっっある経済では，所得増分

が以前と同じ割合で各財に支出されるということは殆んどありえないことであ

る。また技術進歩によって新しい財が出現する場合にはとくにこの傾向が強め

られる。

　なお消費者のtastesは不変とみなされている。けれどもこのことは人口，

価格，所得および所得分配の変化による消費財需要構造の変化と何ら矛盾する

ものではない。

（5）構造変化

　かくて技術進歩のある経済では，1人当り所得の増加と新しい財の出現を通
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じて，各人の所得のうちから各消費財へ支出される割合は変化しっっあるとみ

なければならない。すなわち技術進歩のある経済では消費財の需要構造（経済

全体で需要される各消費財の比）は常に変化していると考えなくてはならな

い。しかも消費財の需要構造の変化は，消費財の生産およびその生産に要する

資本財の構造（構成比）の対応する変化があってはじめて実現される。したが

って生産・資本財の構造変化を惹起する。さらに財の間で技術進歩率が異なる

ことは生産構造を変化させる傾向を助長する。これらの関係は第2図に示して

ある。　　　　　　　　　・

人間の欲求には順序がある

　　　　　　　　　　　　　　　第　2　図

　かくて技術進歩の効果を無視しえないような長期の分析においては消費およ

び生産の構造変化を問題にしないわけにはゆかない。事実，過去のfactsは構

造変化の激しかったことを示している。この分析にこそマクV・モデルと異な

るところの部門分割モデルの意義があるといわねばならない。

（6）価　　格

　純粋交換モデルもしくは静学的限界分析では，ある財の（相対）価格は消費

者の選好に対するその財の希少性の指標と考えられる。しかしPasinettiにお

いては，ある財の（相対）価格はその財1単位を生産するために社会society

が支払わねばならぬ（相対的）努力（relative）effortsの指標と考えられる。

以下で示されるように，財1単位当りに要する社会の努力は技術によって決定

され，したがって相対価格（価格／賃金率）は技術によって決定される。そこ

では需要（すなわち消費者選好）は生産される財の相対的数量を決定するにと

どまると考えられている④。

（7）均衡分析

　経済は家計と生産過程に分けられる。家計部門は労働と資本財を生産過程に
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投入し，それぞれの報酬を受けとる。家計の受けとった報酬（所得）は消費財

と資本財生産物の購入に支出される（第3図）。各消費財，各資本財生産物，

労働，各資本財ストックのすべてについて需給一致が成立することを均衡と呼

ぶ。分析の視点は均衡が成立するための条件を求め，その経済的含意を明らか

にすることに限定されている。したがって，家計と生産過程との間の財・用役

の流通がいかなる制度的編成で行なわれるかは問われない。また投資関数によ

って表わされるような積極的投資行動や所得分配は扱われない。換言すれば，

経済の制度的編成がいかなるものであれ，上述の意味での均衡を達成するため

に満たさねばならない条件を分析することになる⑤。

（8）資本財，消費財，労働

　各財の生産に投入される労働はすべて同質であると仮定されている。労働は

家計によって供給される。　しかしPasinettiモデルは産業連関分析でいう

open　mode1であるために，労働はモデルにとっては外生的に与えられる。す

なわち労働については，他の財（消費財・資本財）とは異なって，それを産出

する部門（家計）への投入（消費財購入）とそこ（家計）からの産出（労働の

再生産）との間の関連を何ら扱ってはいない。他方，労働以外の財はすべてモ

デル内で生産することができる。すなわち自然資源という生産不可能な財は扱

われない。これは上述のように，近代経済成長にとっては自然資源が決定的な

役割を果たしていないという認識にもとついている。

　資本財および消費財は異質のものがあることが許される。しかし産業連関分

析とは異なって，資本財と消費財は区別される。すなわち消費財として生産さ
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れるものを生産過程で用いることはできず，また資本財は家計で用いる（消費

する）ことはできない，と仮定されている。

（9）　利　　　潤　　　　　　　　、

　家計が生産過程に供給した資本財にっいては，その報酬（利潤・利子）が支

払われる⑥。利潤率はここでのPasinettiのモデルでは外生的に与えられる。

もとより利潤率は経済モデルの中で説明ないし決定されるべきであると考えら

れている。しかしその決定は他のモデルに任ねられている⑦。なおPasinetti

は利潤率は長期的には大きな変化はないと考えている。

⑩　垂直統合分析

　Pasinettiモデルと通常の産業連関モデル（投入産出分析，　Leontiefモデ

ル）とは共通点をもっている。両者はともに多くの選択可能な場合の中から実

際に選ばれた結果としての「係数」に基礎をおく。その意味で経済の現実の結

果を記録することによって経験的な内容をもたせることができる。またともに

最終部門final　sectorの扱い方が共通している。すなわち家計を外生部門と

して扱うopenモデルである。

　けれども両者には大きな相違がある。産業連関モデルが産業別分類による水

平統合モデルであるのに対し，Pasinettiモデルは消費財別分類による垂直統

合モデルである。ここに垂直統合モデルとは，最終財と本源的生産要素との間

に介在する中間財をすべて本源的要素に還元することによって，最終財と本源

的要素とを直接に結びっけるような方法で経済諸量間の関係を表わしたモデル

である。ただし最終財とは，生産過程で生産されるけれども再び生産過程に還

流（投入）されることなく家計に需要（投入）される財（消費財）のことであ

　る。本源的生産要素とは生産過程に投入されるけれども，そこでは再生産され

　えず生産過程の外（家計・自然）から投入される財・用役を意味する。巾問財

　とは生産過程で生産され，かっ再び生産過程へ投入されうる財をいう。

　Pasinettiモデルでは本来の意味での本源的生産要素は労働だけである⑧。

・ しかし分析の対象としている期間の期首に存在する固定資本設備（資本財ス

　トック）は，その期間の生産過程に投入されるけれどもそこから産出されえな
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いので，本源的要素として扱われている。したがって生産係数（各財1単位当

りに直接間接要する投入量）は労働と資本とのそれぞれについて考えられる。

　ゆえに，普通の産業連関モデル（水平統合モデル）とPasinettiモデル（垂

直統合モデル）を比べると，前者は短期分析にすぐれ後者は長期分析にすぐれ

ている。このことは次のように説明することができる。垂直統合モデルでは中

間財を労働に還元して，消費財とそれの生産に直接・間接要する労働（または

資本財）とを結びつけているので，その消費財の生産に具体的にいかなる中間

財が用いられたかを知ることはできない。これに対して水平統合モデルでは，

中間財投入が直接に示されているので，ある期における産業構造を明確に知る

ことができる。

　他方，長期にわたる分析においては，中間財投入したがって水平統合分析で

の「生産係数」は技術変化のために2つの意味で変化する。1つは投入量の変

化，他は投入の出所（取引先）の変化である。後者の例として，たとえば織物

の生産における投入が天然繊維から化学繊維に代替される場合が考えられる。

このとき水平統合分析では，天然繊維の投入係数は減少し，化学繊維のそれは

増加する。いずれの変化の場合にも技術変化の効果は生産係数の統一性のない

増減様々な変化となって現われる。これに対して垂直統合モデルでの生産係数

は，上述の中間財投入の2つの変化のいずれの場合においても，徐々なる減少

（すなわち消費財1単位当りに要する直接・間接の労働投入量の減少）として

現われるにすぎない。ここでは技術進歩の効果は一様に生産係数の減少となっ

て現われる。したがって技術進歩の効果を無視しえない長期分析には垂直統合

モデルが適していると考えられる。

⑲　経済量の単位

　労働は1労働人口が1期間労働した場合に提供する用役を1単位とする。各

消費財はそれぞれの物量単位で表わす。たとえばパン1個を1単位とするか，

あるいはパン10個を1単位とするかは任意に選ぶことができる。

　資本財は能力単位で表わす。すなわち第i消費財1単位当りの生産に要する

資本財を，その資本財の1単位とする。したがってここにいう資本財は，普通
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に用いられる用語での各「資本財」　（生産された生産手段・資本設備）の集合

であり，老朽の程度を異にする「資本財」も含んだ集合である。ゆえに資本財

は消費財とちょうど同数だけ存在する。このように資本財を能力単位で表わす

ことは，とくに長期における分析を簡単にするという利点がある⑨。

（吻　モデルの分類

　Pasinettiの考察しているモデルは次のように分けられる。まず資本財の扱

い方によって（a）消費財が労働から直接に生産される場合，（b）資本財は労働から

直接に生産され，消費財は労働と資本財の協働によって生産される場合，（c）資

本財も消費財もともに労働と資本財の協働によって生産される場合，に分けら

れる⑩。次に人口と技術をともに不変とみなしうるか，あるいは少なくとも1

つが変化すると考えるかによって，短期と長期を分ける。このうち長期は，人

口と技術の変化の有無および各財間の技術変化率の同異によって，5つの場合

に分けられる。したがって資本財，人口および技術変化の扱い方によって18の

場合に分けられる。Pasinettiはこのうち第2表に示した7つの場合にっいて

考察している。以下では，このうちモデル皿，皿，－Vl，　Wについて考える。

　　　　　　　　　　　　　　　　第　2　表

短　　期 長　期

技術進歩

　なし
技術進歩あり

生産構造

　　　　　　　「
人口

　　　　　　　　　＿・技術

資樹…ク∫定 人口成長

　あり

一様技術進歩 非…様技術進歩

人口成長

　なし

人口成長

　あり

人口成長

　なし

入口成長

　あり

労働→消費財 モデル1

労働→資本財→消費財一 n w V 珊 覇

労働噸本鵜瀕財一
m

①ここにいう「近代」modern　worldとは，経験と科学の時代the　age　of　experF

　ment　and　scienceとして知られている歴史の段階である。そこでの支配的な考え

　方は，人間が自己の批判精神によって自然を観察し同時に経験を積み重ね，それにょ

　って体系的な方法で知識を獲得し，新たな進んだ知識を次の世代へ継承させることが
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　できる，という考え方である。Pasinetti〔1〕p．2．

②　近代における1人当り所得の増大がこのことを裏づけている。

⑧　もとより所得分配の変化による消費財需要の変化したがって消費財生産の変化も考

　えられるべきであろう。しかしここでのべるPasinettiモデルでは所得分配の効果は

　扱われていない。

④この点についての検討は本稿第7節参照。

⑤．Pasinettiはanti－neoclassicalの1人と考えられている。しかし，ここでの彼の

　モデルは，供給主導型ないし貯蓄と投資の不一致の問題を扱わないという意味で，

　neoclassical型であるということができる。　これは，長期理論としては供給主導型

　を，また短期理論としては需要主導型を採用するKaldorの考え方と類似している。

　Kaldorでは，供給主導型理論はscarcity－economicsと呼ばれている。　N．Kaldor　・

　‘‘Alternative　Theories　of　Distribution，”Review　of　Economic　Studies，1955一

　56．

⑥Pasinetti〔1〕は利子interestについてはのべていない。　Pasinetti〔2〕は，

　長期分析では利潤率＝利子率としている。なお利潤の存在根拠については何らのべて

　いない。しかし彼の分析はSraffaと多くの類似点をもっているので，ここでも

　Sraffaと同様に，利潤は前払いされた生産手段の費用と考えられているものと思わ

　れる。なお労働については利潤が考えられていないので，賃金は後払いであると考え

　られる。Pasinetti〔2〕＝＝L．　Pasinetti，‘‘Rate　of　Profit　and　Income　Distribu－

　tion　in　Relation　to　the　Rate　of　Economic　Growth，”　Review　Of　Economic

　Studies，　1962．

　P．Sraffa，1）roduction　of　Commodities　by　Means　Of　Commodities，菱山泉．・山

　下博訳『商品による商品の生産』有斐閣，1962，p．6．

⑦たとえばPasinetti〔2〕。

⑧この点についてPasinettiは次のように注釈を加えている。労働を唯一つの本源的

　生産要素と仮定するからといって，労働が唯一つの希少な要素であるというわけでは

　ない。その理由は，希少ということは何か「目的」があってはじめて意味をもちうる

　が，このモデルでは均衡条件を求めるだけであって経済主体の行動の「目的」はない

　からである。Pasinetti〔1〕p．　g．

⑨しかし問題もある。本稿第7節参照。

⑩　（a）は次のいずれの解釈とも矛盾しない。（i）資本財がはじめから投入されないと

　考える。（ii）（b）および（c）と同様に資本財が投入されるとしたうえで・改めて労働に

　還元したと考える。
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2　毛　デ　ル　｝t

記号（i＝1，…，”－1）

　Xi：　1期間当り第i消費財の産出量（物量単位）

　x，、：　人口（人）

　α　：　人口に占める労働人口の割合（O＜α≦1）

　β　：　　1労働人口が1期間当り労働する期間（0＜β≦1）

　ξ…・αβ：人口1人・1期間当り労働供給量（労働単位＝労働人口・期間）

Ki：

x醐：

Pi：

w　：

Pk（の：

πi　：

a・in

第ゴ資本財ストック量（能力単位）

1期間当り第ゴ資本財の粗産出量（能力単位）二補：lj　Xt，（の←aiC（i）

x∂＋純産出x”k（i）

第i消費財1単位の価格（円）

労働1単位当り報酬（円）

第ノ資本財1単位の価格（円）

第i資本財ストックを（第の消費財生産に用いた場合の，消費財

1単位当りの第i資本財に対する報酬（能力単位）

消費係数：人口1人・1期間当り第i消費財の需要（物量単位）

　ale（i）n：蓄積係数：人口1人・1期問当り第ゴ資本財の純蓄積需要（能力単

　　　　位）

　a，、i：　消費財労働係数：第i消費財1単位当り労働投入（労働単位）

　a，ik（i）：資本財労働係数：第i資本財の粗生産1単位当り労働投入（労働単

　　　　位）

　ak（i）i：消費財補墳係数：第i消費財1単位当りの第ゼ資本財ストックの減

　　　　耗（＝補填）　（能力単位）

　　　　n－ユ　L・≡Σ‘－1（a・iai’・＋α顔）aiC‘の乞α脇＋a・ic①aiC（伽）

　モデル皿では消費者選好tastes，人口，技術および資本財は一定であり，

かっ資本財は労働から直接に生産される。ここで消費者選好および技術が一定

であることは，消費係数・蓄積係数および消費財労働係数・資本財労働係数・
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消費財補填係数が一定であることによって示されている①。一定と仮定きれて

いるもののうち消費者選好，人口および技術は与件であるが，資本財は未知数

である。したがってモデルllにおいて均衡が達成されるメカニズムは第4図の

ように表わされる。

消費者選好 　　　　　　　　　　　　生産国民所得
　　　　　　　　　　　　Σ（P鳶ωX’十Pixの

　　　　　　　　　　　一需要（ainXn；ah（i）nXn）→生産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利潤

　　　　　　　　　　X”k〔i｝1

人口

労働供給　ξXn

αnhci，Xh｛i｝ ＿a・iXi

完全雇用

第　4　図

Σ（α”iXi十α認轟ωx髭ω）

　労働需要

分

配

国

民

所

得

一一。一
弓£w‘aniXi十α臨晦ω」ぬ（‘》）

賃金

まず消費者選好（ai。，　aiC（i）n）と人口Xnより消費財と資本財純蓄積の需要

（ai。Xn，ακω，、Xゆが決る。　その需要に一致する消費財と資本財の生産量

（＆，XiC（i））が決定される。与えられた技術（a。i，　a，，iC（i）t　aiC（Oi）のもとで，そ

一
1

0

＼

＼

、

＼

o

一
1

aA（1｝1

補　　　o
　填　＼
　　係　＼
0　数

　　ak（n－1）n－1

0

一
1

0

、

N
、

、

0

一
1

anl”°°’°’°’an　n－1　ank①’°°’°’an　ic－1

消費財労働係数　資本財労働係数

　　　　　Ki＝Xi（i－1，

α1野

i藻

i数
an－1n

ak（1）n

i　蓄・
　i　積
　i　係
　i　数

ak（n－1）n

一
ξ

ノ

予消

i欝
i謹
Xn＿1

Xico）資

i　本
i　財
i　粗
i　生
i　産

Xゐ＠＿1）

…
，n＿1）

Xn合

’9

6

9

φ

0

消費財需給一致

資本財生産物需給

一致

労働需給一致

資本財ストック需
給一致
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の生産量に対応する資本財ストックと労働の需要（孟，Σ（a．iXi　＋　a，，ic　（・i）Xle（i）））

が決定される。このようにして決定された資本財ストックと労働需要に，それ

ぞれの供給（κ5，ξx。）が一致しなくてはならない。

　かくて均衡における経済諸量の関係は前頁のような数量方程式として表わさ

れる。

　他方価値表示での経済諸量の関係は次の価格方程式として表わされる。

一
1

0

＼

＼

0

一
1

0

aic（1｝1十π1

0

0

aic（n－1）n－1十πn－1

一
1

0

勉1

臨1

・・n・：an－・・　1…“）n一π1・ヨ：・・鯛凶一・卿

　　　　　anle（1）
0

『 11
讐1

停

jP，、　－1

E）ic（・）

Pk（n－1）

＼　躍

？

0

下

6

1“6r

消費財価格

； 労働費用

＋補填費用

＋利潤

資本財価格

＝ 労働費用

消費＋投資
＝ 賃金＋利
　潤

　価格方程式は2つのことを示している。9）各財の生産物の価値（生産額・円

表示）とその生産のためのすべての投入物の価値（＝費用＝労働費用＋補填費

用＋利子費用）とが均等である。（ロ）家計の所得〔本源的生産要素（労働と資本

財ストック）に対する報酬＝賃金＋利潤（利子）〕と支出〔＝消費財支出＋純

蓄積（投資）支出＝純生産価値〕とが均等である。

　さてモデルllにおける数量・価格両方程式の与件と未知数およびその解は第

3表に示されている。　（i），　（ii）はそれぞれ消費財および資本財生産物の

需給一致，　（iii），　（iv）はそれぞれ消費財および資本財生産における産出額

＝ 費用を意味している。　（V）は労働の完全雇用，　（vi）は資本財ストックの

完全利用を示している。　（v）については次に説明を加える。

　　L・1i11Σa。tain＋Σα航（i）ak（i）iain＋ΣaniC（i）た伽＝ξ

　左辺第1項は1人・1期間当り消費財の生産に直接要する労働を意味してい

る。すなわち1人・1期間当りの第i消費財需要ai。を生産するのに直接要す



一
　38　－　（470） 第20巻　　第5・6号

第　3　表・

与 件 未　知　数　と　そ　の　解

定

数

ain＞O

ani＞O
ak（i）i＞O

ante（i）＞O

Xn＞0
日7＞0（ニメレール）

ak（i）n

πi

E

定数であること
を仮定した未知
数

定数であることを仮定しなかったが

結果として定数となった未知数

（vi）　1（乞＝♪（乞　　　　（i）　X‘＝ainXn

　　　　　　I（ii）X㌃（の＝（αん（の，己十ah（の‘ad’～）Xn

　　　　　　i（iii）PF｛碗＋（・渦・・）の鰍搾

　　　　　　1（i・）P・①一鰍，）w

　　　　　　　（v）ξ＝五

醐なし なし

る労tw　a。iai，1をすべての消費財について合計したものである。第2項は，1人

・1期間当り消費財の生産に間接に要する労働を意味している。すなわち1人

・ 1期間当り消費財（aln，…，　a　l。）の生産に要する資本財補唄（ak（1）1α1。，

…，aiC（。－1）n．1a、、－1。）を生産するに要する労働を示している。ゆえに第1項と

第2項の和は1人・1期間当り消費財の生産に直接・間接要する労働を表わし

ている。第3項は同様に資本財の純蓄積需要を生産するに要する労働を示して

いる。したがって左辺は1人・1期間当り需要を生産するために要する労働を

示す。他方右辺は1人・1期間当り労働供給である。かくて（v）は労働の需

給一致を意味している。

　（v）の左辺をξで割ってえられる各項は，均衡において労働が消費財，資

本財補填，資本財純蓄積のそれぞれの生産に配分されねばならない比率を示し

ている。さらに（v）に均衡解を代入すると，

　ΣAX汁ΣPκ（i）x”κ（i）1＝Σ　Pi　ai，、X、、＋ΣP・（i）aiC（i）。X，、＝1〃ξ＆＋2Pた（oπiKi

となる。ゆえに均衡では生産国民所得＝支出国民所得＝分配国民所得が成立し

ている。

　非負解が存在する必要十分条件は次のように示される。

　0＜ξ≦1であることを考慮すれば，解が存在するための必要十分条件は

0＜L≦1である③。また解が非負であるための必要十分条件は，
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　　Xk（i．）≧O　e　ai、（，1・）。＋αk（i）iai。≧O　e　砺伽≧－ak（i）iai・　’…　（＊）

　　」Pi≧○⇔a。、＋（・、＋a、、i，、）a。iC、。≧o　o・≧一（・、、の、＋一璽）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aniC（i）

である。（＊）がみたされる乏きにはL＞0が保証されることを考慮すれば，非

負解が存在するための必要十分条件は次のように表わされる。

　（i）L≦1

　（ii）　　 a’k（i）n≧一α㌃（t）iaittt

　（iii）　πi≧一　　（aκ（i）i十ani／anic（o）

（i）は　（1人・1期間当り）　消費財および純蓄積の生産に要する全労働

（五）が（1人・1期間当り）供給しうる労働の上限（1）を越えないことを示して

いる。　（ii）は（1人・1期間当り）各資本財の粗投資（aiC（i），，＋aiC（の‘α乞“）が非

負であることを示しており，　（1人当り）各資本財の純蓄積ak（i）nの許容範囲

を示している。　（iii）は各消費財1単位当りの直接・間接労働費用が非負であ

ることを意味し，資本財ストック1単位当り報酬πiの許容範囲を示している。

（ii）および　（iii）は，第3表ではその制約が明示されていない2っの与件

aiC（i），、とπiについて，均衡を成立させるためにみたさなければならない制約を

il〈している。

　以下ではモデル皿を基本にして，資本財の扱い方を一般化したモデル皿，さ

らに長期化したモデルMおよび珊について考察する。

．①ただし一般には消費者選好および技術が一定であることは・必ずしも消費係数およ

　び技術係数が一定であることを意味しない。

②　Xi，　XiC（i），　XnおよびPi，　PiC（i），　Wを未知数と考えた場合，数量方程式および価

　格方程式がnon－trivial解をもつための必要十分条件はξ一Lである。

3　毛　デ　ル　1皿

記号

　b，：資本財補填係数：第ゴ資本財粗生産1単位当りの第ゴ資本財ストック

　　　　の減耗（＝補唄）　（能力単位）①
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　πiC（i）：第i資本財ストックを第i資本財生産に用いた場合の，第ゴ資本財粗

　　　　生産1単位当りの第i資本財ストックに対する報酬（能力単位）

　Ci：第ゴ資本財粗生産1単位当りの第ゴ資本財ストック（能力単位）

L’≡喋1（・漁＋遂砺・・i・ak・i…a・7L＋毒一a・1・（，・ain・i・・）

　モデル皿は資本財の生産に資本財ストックが投入されるようにモデルllを拡

張したものである。ただし単純化のために，第i資本財の生産に用いられる資

本財はそれ自身のみと仮定されている。

　均衡が達成されるメカニズムはモデル皿と同様である。均衡を表わす数量方

程式および価格方程式はモデルliのそれを次のように修正したものである。

　　　　　　　　　　　（モデル皿）　　　　　（モデル皿）

　資本財生産物需給一致　　　一1　　　→　　－1＋bi

　資本財ストック需給一致　　Xi　　　→　　Xi＋CiXk（乞）

　資本財価格　　　　　　　　一1　　　→　　－1＋∂什π廊）

消費般資一難＋利潤…（・・n－一・iai7L→・…一職一㌍31（・iC・・n＋aic・・　ain）

　これより，モデル皿1における与件と未知数およびその解は第4表に示すとお

りである。

第　4　表

与 件 未知数とその解

定

数

ain＞O

ani＞O
ak（i）i＞O

aniC（i）＞O

Xn＞O
W＞0（ニメレール）

bi≧O

ak（i）n

πi

πk（i）

定数であることを
仮定した未知数

（vi）＆

　　＝Xi十CiXk（i）

定数であることを仮定しなかったが
結果として定数となった未知数

（i）　Xi　＝ainXn

（ii）XiC・のr圭∂、×

　　　　　　（ale（i）n十aiC①iain）Xn

（iii）Pi－｛1－∂、壬聯、、×

　　　　（πi＋aiC（の加噸）＋α。乞｝w

（」・）・Pk・炉1－∂㍊爾卿）w

（v）ξ　＝Lノ

瑚なし なし
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（i）～（vi）の意味するところはモデル豆のそれと全く同様である。

また非負解の存在するための必要十分条件は，モデルllと同様にして，

（i）

（ii）

（iii）

（iv）

L’≦1

傷く1　かっ　aiC（i）≧－aiC（i）iain

πi≧一｛aiC（i）i＋（1　－b，一・k（i））a。i／a。iC（i）｝

－
1一わ、〈πiC（のく1－b，

であることがわかる。この条件の含意はモデルllと同様である②。ただし新た

な条件b・とπiC（i）にっいての制約が追加されている。この制約の含意は次のと

おりである。

　まずb，＜1について。1単位の第i資本財粗生産には，α畷の単位の労働と

あ単位の第ゴ資本財ストックの補唄とを要する。そのb・単位の第ゴ資本財ス

トックの補填には，a・iC（i）bi単位の労働とbi2の第ゴ資本財ストックの補填とを

要する。以下同様にして，結局，　1単位の第ゴ資本財粗生産に要する全労働

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　coは，ank（i）十anic（i）bi十ank（i）bi2十…1Eanic（i）Σs＿ObiSとなるQ

　Xk（i）　1単位　←b，　　←b，2　　←bi3　　←…（第i資本財）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　＼　　　　　　　　＼　　　　＼
　　　　　　　　　a。iC（i）　　a。k（i）bi　ank（i）bi2　…（労働）

　ここでΣこobiSが有限な値をとるための必要十分条件はlb，　1＜1である。

ところでこのモデルではδ≧0が前提されているので，この条件はb，〈1と

表わされる。　したがってb，＜1は第ゴ資本財生産が有限な労働で可能であ

ることを意味している．b・　fO・この制約をみたすときには塁。嬉1伝で

あるから，1単位の第濱本財雛産腰する全労働は警糖ある・

　次に一1－b，＜πle（i）＜1－b，なる条件も同様に，　第ゴ資本財粗生産1単位

当りに直接・間接要する労働a。iC（i）Σ惣。（bi＋　ZiC（i））Sが有限の値をとるため

の必要十分条件を意味している。

　なお，第i消費財1単位当りに直接・間接要する労働はani　＋　a・k（i）（atS（i）i

　＋πi）Σ雲o（bi＋πle（i））であるから，πκωについての制約（iv）がみたされ

るとき，かつそのときにのみ有限の値鯉撃2淵をとる・したがって

π乞についての制約（iii）は，　（iv）がみたされた上で，第ゴ消費財1単位当り
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の直接・間接労働が非負であることを意味する。

　モデル巫の解はモデル亜の解と類似した形式を示している。すなわち，とも

に（相対）数量は消費係数と技術係数に依存し，　（相対）価格は投入係数に依

存している。したがって以下での長期分析は，複雑なモデル皿ではなく，単純

なモデルRを長期化することによって行なわれる。

①　aiC（i）iC（i）T＝第f資本財粗生産1物量単位当りの第f資本財ストックの補填（能力単

　位）とすると，Pasinetti〔1〕p．28のγ・iは，箕讐δぜ／ak（醜①である。

②　モデル皿において，澱，XiC（i），　XnおよびPi，1）k（i），　vaを未知数としたときに，

　数量方程式および価格方程式がnon－trivial解をもつための必要十分条件は，ξ＝L！

　である。

4　モ　デ　ル　VI

記号・（辞誓・Xの醐’に関する変化率）

　9葺X。／Xn：人口成長率

　ρ≡－a・i／a・・，≡－a・ic（i）／a。k（？1）：技術進歩率

　7≡α伽／ain：人口1人当りの消費財需要の変化率

　κドP滝（，）瓦／P・X・：第ゴ消費財部門の資本一産出比

　X葺Σ瓦④凡／（ΣP盛x汁．XP，①x”iC（乞））：経済全体の資本一産出比

　モデルWは人口成長と技術変化を導入してモデル皿を一般化したものであ

る。ただし人口成長率9は一定の与件であり，技術進歩率ρは一定でかっ各財

について共通な値をもつ与件である。　1人当り消費財需要の成長率ノも一定

で，各財について共通であると仮定されている。しかしそれは与件ではなく未

知数である。1人・1期間当り労働供給量ξは未知i数ではあるが，長期的には

一定であると考えられている。さらに短期モデルとは異なって，1人当り純蓄

積需要は未知数であり，初期の均衡を仮定したうえで，その均衡を維持するよ

うに決定される。モデルWにおける与件，未知数およびその均衡解は第5表に

示してある。
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定

数

与 件 未知数 とぞの解　　「

ain（0）＞0，　ani（0）＞O

aiC（の乞＞0，　anin（の（O）＞O

Xn（0）＞0，　耳z＞0（ニメレール）

πi，　　8’，　ρ1

　　Xn（の　＝Xn（0）e9ε
変

　　a。i（の　＝ani（o）e一ρ‘

数a・k（i）（の叩劇）（o）e－・t

t≧Oai，，t（の　＝ain（0）e「t

1

定数であることを

仮定した未知数

7＝＝　P

ξ＝L
1（（0）＝＝X（0）

定数であることを仮定し

鍵姦ξ蝶賄し確

Xi

Xi（の　＝：ain（t）Xn（の

Xk（i）（’）＝（aiC（i）n（彦）＋aκ（i）iain（’））Xn（の

P‘（’）＝＝｛a。i，（’）＋（πi＋aiC（i））a・le（i）（t）｝w

Pκ（の（の＝・anic①（のw

aiC（i）n（の＝（9＋r）ain（t）＝・・aiC（i）n（0）e「t

■　　　　　　　　　　　　　　　　

K（t）　・＝x（’）

　未知数である1人当り消費財需要の成長率rおよび1人当り純蓄積需要

aiC（i）nは，均衡を維持するために，次のようにして決定される。まず完全利用

条件（瓦＝Xi）を維持する必要十分条件は，

　純蓄積ak（i）nXn＝＝純投資＝生産能力増加1島＝生産増加濫

　　　　　　　　＝需要増加（ainXn十ainXn）＝（9十r）ainXn

である。人口Xn＞0であるからこの条件は，

　砺σ）n・＝（9十r）ain　あるいは　aiC（・i）n＝　raic（i）n　…（＊）

となる。（＊）と乙の定義式より，

　z｝＝　 （7一ρ）　乙

をうる。

　次に完全雇用条件（LX。　＝＝　eXneL　・一ξ）を維持する必要十分条件は，

　∠尋

である。ξが一定であることおよび上述の乙＝（・r一ρ）乙　を考慮すると，こ

の条件は，

　7＝ρ

となる。ゆえに（＊）は，
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　aiC（i）n＝（9†ρ）αinあるいはak（i）n＝ρak（i）n　…（＊＊）

となる。

　かくて均衡を維持するためには，（イ）1人当り消費財需要の成長率7は技術進

歩率ρに等しく，（ロ）1人当り資本財純蓄積需要αk（i）nは，それを要素として用

いる消費財の（1人当り）需要ainを自然成長率（9＋ρ）倍した値に等しく

なければならない。（’t）と（ロ）より1人当り資本財純蓄積需要の成長率は技術進歩

率に等しくなければならない。

　なお非負解の存在する必要十分条件はモデル皿と同じである。ただし粗投資

が非負である条件は，　（＊＊）より，

　9十ρ≧－aiC（のz

となり，これは新たな与件9とρの許容範囲を示している。

　かくて，モデルWの均衡においては，各財の産出量（X，，XiC（i））はすべて自

然成長率（9＋ρ）で増加し，価格（P，，P詫ω）はすべて技術進歩率ρと同じ

率で減少する。また各財の産出額（P，x乞，」P，（i）Xk（i）），　国民所得（．SP，Xi＋

．SPk（i）X”iC（i）），国民総生産（ΣPiXt＋ΣPiC（i）XiC（i）），消費（XPi　a　i。X7、），貯蓄

（wx・＋XPk（・・π・Ki一ΣP・α・嵐），投資（XPk（i）ak（i）nxn），資本（ΣP、（、）Kt），

各部門の雇用（a。iXi，　a。re（i）澱ω）は，すべて人口成長率9に等しい率で増加す

る。さらに各部門および経済全体の資本一産出比率（）Ci，　X）は不変である①。

ゆえに初期に均衡が達成されていることを仮定すれば，以後すべての時点（期）

において・各財間の産出量比，価格比，資本財比，労働雇用比等は一定であ

る。　したがって・このようなdisaggregateモデルはaggregate（1部門）

モデルに追加することは何もない。すなわちdisaggregateする意味がない

ことになる。

　もしこのような長期モデルが現実を反映しているとするならば現実の経済成

長過程には何ら問題は起らず，一度均衡が達成されればその関係がずっと維持

されることとなる。しかし現実には，産出量，価格，資本財，労働雇用等につ

いては各財の間でたえず構造変化（比率の変化）が起っている。したがってこ

のようなモデルの前提は訂正されるべきである。ζこでPasinettiが力説す
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るのが，第1節でのべたように，技術進歩と消費財需要の成長率には各財の間

でバラエティがあるということである。この点を修正したのが次にのべるモデ

ルWである。

　①Pasinetti〔1〕P．46（注4）の最後の行は次のように訂正されるべきである。

　　　　　　　　　　　XanleMin
　　ガ　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－
　　　　（　　　　　　71一π一一　　　　　　丁）x－・＋（・＋÷＋8）x－・

5　毛　デ　ル　W

　記号：

　ρi　≡　一・－ani／ani

　ρiC（i）11E1ll－anle（i）／ank（’i）

　ri≡ain／ain

tu　（t）：’期の消費財の種類数

　δi　；（δ・（i））：第i消費財（資本財）部門の労働人口に占める1期当り自然

　　　　　　　　退職者の割合

　モデルWは，1人当り需要の成長率および技術進歩率が各財の間で異なりう

るようにモデルWを一般化したものである。技術進歩率は各財の間で異なりう

るけれども一定の値をもっ与件と仮定されている。これに対して1人当り消費

財需要の成長率は各財の間で異なり，かつ未知数である。

　ところで第i消費財の需要は人口，消費者選好，国民所得，価格，所得分配に依

存するであろう。ここでは所得分配の効果を無視しているので，結局，第i消

費財の1人当り需要は，消費者選好，1人当り所得および価格に依存するであ

ろう。しかるにPasinettiモデルの特徴は，第1節でのべたように，技術が消

費者選好とともに（相対）経済量を決定するという点にある。したがって1人当

り所得および価格（賃金率に対する価格）もまた技術と消費者選好によって決定

される①。ゆえに第i消費財の1人当り需要の成長219　riを次のように考える。

　ri・＝i　ain／ain＝f‘（a。1，…，　a。。－1；a。ic（1），…，　a。ic（。．一　1）；a。1，…，　ann．　1，

　　　　　　　anle（　1），…，　ank（n－　1））
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　ここで消費者選好は関数の形f‘（不変）によって示されている。

　次に1人当り消費財需要ainはある与えられた一定期間s（≧単位期間）の

聞は不変であると仮定する②。　tをsで除した最大整数商をμ，その余りを

θ（≧0）とすると，

　　t≡s／t十θ

であるから，

　　ain（t）＝砺、（t一θ）e”i（tθ）o

となる。すなわち1人当り消費財需要は第5図のように変化するものと仮定さ

れている。

109αin（t）

r，（t）

　　　　　　　　　　　　　　μs　　　　t（μ十1）s
　　　　　　　　　　　　　　ll
　　　　　　　　　　　　　トθ
　　　　　　　　　　　　　　　第　5　図

　以上の想定のもとでの与件と未知数および均衡解は第6表に示されている。

　もとより第1節でのべたように，1人当り消費財需要と1人当り所得とは第

1図に示すような関係にあると想定されている。したがって完全雇用条件（ξ

＝ L）の成立についてはモデルWとは異なった事態が生じる。モデルーVlでは一

度ξ＝乙が成立すると，それ以後すべての時点でそれは成立する。しかしモデ
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第　6　表

与 件 未知数およびその解
定

数

変

数

ain（0）＞0，　ani（0）＞O

aiC（乞）（0）＞0，　Xn（0）＞O

W＞0（ニメレール）

π’t・9・ρ・rρiC（の，　s

Xn（t）＝　Xn（0）eat

ani（t）　・ani（o）e一ρzt　　・

a，、iC（i）（t）＝anic（i，）（0）e’PiC（i）t

定数であることを

仮定した未知数

定数であることを仮定しなかっ
たが結果として定数となった未・
知数

ξ・・　L

Ki（0）＝Xi（0）

Xi（の＝ain（t）　Xn（の＝んθ（9＋「i）θ

X㌃（i，）（の＝（α匙（伽（の十aiC（i）iain（’））Xn（の

　　　＝Ai（9＋ri＋aiC（i）のe（9＋「i）θ

Pi（の一｛ani（の＋（πi＋aiC（i）i）a・iC（の（の｝w

　　＝Bie一ρie十Ci（πi十ak（ののe－PiC（のθ

1）iC（の（の＝ank（i）W・・Cie一ρκ（のθ

ak（伽（の＝（9＋ri）ain（t）＝（9＋ri　）ai　・，、　（t　一一一　e）8㌦θ

ri（の”f‘

Xi，　露

ただし　A“－ain（t－一一θ）Xn（t・一一の；Bi1．Tani（t一θ）確；Cz＝＿anle（i）（t一θ）W

ルWでは，ある時点でξ＝乙が成立したとしても，それは時間の経過とともに成

立しえなくなる。すなわち，1人当り消費財需要と技術進歩の動きを上述のよ

うに想定しているときには，時間の経埋につれて，技術係IS（　a・。iおよびa。iC（i）は

0に近づき，1人当り消費係tw　ainはOまたは定数（飽和）に近づき，さらに

蓄積係数は0まtは定数に近づく。ゆえに乙は0に近づく。他方ξは一定であ

ると考えられているので，乙＝ξはやがて成立しなくなる。

　その原因は，一方では1人当り労働供給ξが一定であると想定されているに

もかかわらず，他方では技術進歩によって生じる1人当り所得の増大に見合う

ほどには各人の消費財需要が増大せず，したがって労働需要が増大しないとこ

ろにある。

　これを回避して完全雇用を維持するには次の3つの方法が考えられる。

　（a）技術進歩によって新しい財を創造し，需要を創造する。

　（b）　1人1期当り労働供給ξを減少させる。

　（c）政策的に消費財需要を増加させるようにコントロールする。



o

一 48－（480）　　　　　第20巻　第5・6号

いずれにせよ完全雇用を維持するためには，L　＝＝ξすなわち，

　　摺｛（ri一ρi）a。・a・。＋（r・一ρ・、i，）・n・・（i、aiC、i）・a・。＋（r・一ρk、i、）a．・、・、aiC、i、。｝一ξ

が成立するように，ω（t），ξ，riをコントロールすることが必要である③。上

述の（a）はω（t），（b）はξ，（c）はriをそれぞれコントロールしようとするもの

である。

　各財の産出および価格は，それぞれの財の技術進歩と需要変化によって，常

に相対的な値を変えている。すなわち常に構造変化が起っている④。ただし各

財・各価格間の構造変化が具体的にいかなるものであるかについては，技術進

歩率と1人当り消費財需要をspecifyすることなしには何もいうことができな

い。

　ただ資本一産出比（Xi，　X）にっいて興味ある帰結が導出されている。

屍1万一n・＋輪＋α辮お臨・一酵

であるから，各部門の資本一産出比Xiは利潤率と技術係数のみに依存する。し

たがって各部門については，利子率πiが一定のときに，資本一産出比の変化に

よって技術進歩の型を分類することは意味をもつ。しかるに，

　　1＿。＋a＋9＋丞猛1）＋触（t－）土勉ω）…（の
　x（の　　　　　　　　　　　　　　　27anic（i）（t）ain（t）

　　　　ただし，π＝π・i；a＝＝　ak（i）i（i－1，2，＿，n－1）

であるから，経済全体の資本一産出比Xは消費係数α伽にも依存する⑤。ゆえ

に，利子率＝利潤率πが一定の場合に，Xの増減によって技術進歩の型を分類

することは意味をもたない。　たとえばすべての部門で資本節約的技術進歩

（Xi＜O）がある場合でも，需要が資本集約的な財に偏向するなら，経済全体

としては労働節約的技術進歩（X＞0）が起ることがある⑥。

　また技術進歩の型と要素集約性との関連について次のことがわかる。均衡に

おいて消費財部門の技術進歩が資本節約型であれば，その消費財は労働集約度

を高める。すなわち，

　　x・　〈o　e　P、、（、）〉ρ、⇔　勉↑　⇔　　α・L↑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　anic（の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a■iC（i）ak（i）i
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である。ここでa。iは第ゴ消費財1単位当りの労働投入を意味し，　a。iC（i）ak（i）i

は第i消費財1単位当りの資本財減耗aiC（i）・iを作るに要する労働を意味してい

る。ゆえにα。i／a。k（eαk（・i）iは第i消費財生産における直接労働と間接労働の比

（労働集約度）を示している。したがって第i消費財の技術進歩が資本節約型

（xKo）であれば，その財の労働集約度は高められる。

①均衡において消費係数が技術と消費者選好によって決定されるという点は，次のよ

　うに説明できよう。

　　1人当り国民所得…Wξ＋2P廊）Ziain

　　ただし　ξ＝・乙三Σ（aniain＋伽顧）aiC（i）iain＋ank（i）alt（i）の

　　　　　　ak（i）n＝（9＋ri）ain

　　　　　　Pド｛an・i＋（πi＋ak（i）の）anic（i）｝π

　　　　　　Pk（i）＝・・ank（i＞w

　　これより1人当り所得は，ain，　ani，　ank（i），　aiC（O？1，9，　ri，1）k（i），　W，　rriによっ

　て決る。したがってainが技術および消費者選好によって決定されるメカニズムは次

　のように表わされる。

α　in←－1人当り所得
x－一一一一．一一L）1

←一一・人口成長率

②　この仮定はPasinettiモデルにとって本質的な仮定ではない。すなわちこの仮定

　をしなくても，したがって第5図に表わされた需要の動きを仮定しなくても，以下で

　のべる構造変化や不均衡についての帰結は成立する。

⑧ank（t）の逆数は耐用年数である。これを政策的にコントロールすることも完全雇用

　維持の1つの方策である。　　　、

④消費財部門について，雇用労働変化量＋自然退職労働＝（9＋ri一ρi＋δi）×雇用労

　働であるから，9＋％一ρ名＋δi〈　Oなら第i部門から他部門への労働の移転が生じる。

　資本財部門については，9＋7乞一ρ㌃①＋δk（i）＜0なら労働の移転が生じる。資本財の

　移転は9＋ri　＋　ak（i）i〈　Oのとき発生する。この場合資本財がnon－malleableなら遊

　休資本財が生じる。（δdおよびδκ（i）についてはモデルWの記号を参照）

⑤Pasinetti〔1〕p．gLの（v．18）式は次のように訂正されるべきである。

　　rtTt）一（÷＋・＋9＋・）＋鍛傷1綴1三鍛器
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　　ただし・到藷瀦鐸謬鴻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑥　たとえば消費財が2種類で，かつrl－r2＝0の場合にっいて，次のように例示さ

　れる。

（●1％）一卿脚輪吻P

　　　△≡（ρ㌃ω一ρ1）a。iCO＞an1（al・）2＋（ρκ（・）一ρ2）anle（，）a。2（a2。）2

　　　　　－｛a”1（ρ、一一ρic（，）一・、＋・2）－an2（ρic（、）一ρ2－・、＋・2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　aniC（2）　　　　　　anic（1）

　　　　　＋（rl、一一、r2）（ρic（1）一ρん（，）一ナ1＋r2）｝a。k“）alnαnic（，）a2n

　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（1、）一轟（・i・・1・一・・）・←彦）一。雛，（・i・（2・一・・）

　　ここでaln＝a2n＝1，d，、1　＝o．1，　a，、．2＝O．3，　an，惹（i）＝0．5，　a，雌）＝0．1，ρ1＝O．4，

　ρκ（・）＝O．5，ρ2＝0．3，ρlc（・）－O．4，　rl　＝・　O．8，　r2＝0とすると，

　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

（÷）一一・・133＜・・C疑）一・…2＞・・（÷）一・1・〉・

　となる。すなわち，両部門とも資本節約的技術進歩が起っている（κ1およびκ2が減

　少する）にもかかわらず，全体としては労働節約的技術進歩が生じている（Xが増加

　する）。

　　a＝ak（、）1＝aic（・）2なることを考慮すれば，この数値例では，

　　　　α’暖＿＿〈　　　　α描2　　　　カ〉つ　　71＞γ2

　　anic（1）aic（1）1　　　　anic（2）ale（2）2

　であるから，第1財が資本集約的であり，その財に需要が集中しつつあることがわか

　る。

　　なおa＝0．17，　9　＝　O．012とすれば，　L＝O．9092〈1，　ak（、）i、・＝（g＋r1）a1。＝

　0．812＞0，aic（，）n＝（g＋r2）a2。　・＝O．012＞0　となり，　モデルllにおける非負解存在の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　条件（i）　（ii）をみたす。かつL＝ξ一〇で表わされる完全雇用維持の条件もみ

　たされている。

6　生産の相互依存について

以下ではPasinettiモデルについて若千の検討を試みる。本節では生産にお

ける相互依存性の扱い方にっいて，次節以下では数量と価格の相互依存性およ

び技術進歩について考察する。

Pasinettiモデルの生産プロセスは次のように示される。矢印は財・用役の
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Pasinettiの「新経済成長論」

r－’一』一一一一一一一一一一　一｝曽一“『曜一一一一一一｝一一一一一一 「
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　囁

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1　　　　資本財1　一一」一一一→　　消費財1　　　　　。

身　　　　　　　　＼k
、h　　　Vi　　　　　／計
　　　　資本財2一ム→消費財2

（483）　－　51　一

　　　　　　　　　　　　　　　第　6　図

　ただしモデル皿以外では資本財の還流は考えられていない。いずれのモデル

においても異なる財の間の生産における相互依存は認められていない。

　ところで第7図におけるように，消費財間の相互依存（消費財が消費財生産

に中間財として用いられること）および資本財間の相互依存を認めるモデルに

拡張すればどうなるであろうか。ただしこの節での資本財はPasinettiモデル

（能力単位）とは異なって，普通の物量単位で測定されている。

　　　　　「’一一一一一一一一一輔一｝一一一一一鼎閏一一’一一一一一一一一一一一「
　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　i　　　　　　　　i
　　　　　l　　資棚1　　消費財1　　1
　　　　　　
　　　　　労　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　家

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計
　　　　　働

　　　　　　　　　　　資本財2　　　　　　消費財2

第　7　図

記号

　Xi

　Xn

　ξ

　ks

第i消費財の粗産出量（＝最終財＋中間投入），

人口

1人・1期当り労働供給量

1人当り第S資本財ストック，

κヨ〔κの

ん≡〔Xte（，）〕
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Xk（s）：第s資本財粗産出，

Gブ：X」1単位当りXi投入，

C・（、）d：κゴ1単位当り第s資本財減耗，

C。」：κゴ1単位当り労働投入，

々、ゴ：紛1単位当り第S資本財ストック，

C，（。）iC（，）：κ姻1単位当り第r資本財減耗，

C。ic（、）：XiC（、）1単位当り労働投入，

編（s）：徽、）1単位当り第r資本財ストック，

qin：1人当り第i消費財需要，

qk（、）n：1人当り第S資本財生産物需要，

ン…・（1－Cxx）x

R＝一（1－Cxx）－1・≡〔㌦〕

D≡〔d。ゴ〕

1…〔1ゴ〕

E≡〔θγゴ〕

F≡CiCiC＋Kkkll，≡〔f。k〕

　　　　　　　．
π　ゴ　　・xゴ

4戸桑lc…吻
　　　n－ユ1戸・E’ 、．＝、C・・riブ

　　　n－ユθ・戸Σ、。、々・鞠

κk・i－〔XiC（s）〕

Cxx≡≡〔C乞，〕

Ckx≡〔Cκ（s）ゴ〕

Cnx≡〔Cnゴ〕

Kkx≡・〔々、ゴ〕

Cκ虐〔C，（，．）iC（、）〕

C擁≡〔Cnk（s）〕

KiCk≡・〔le。k（s）〕

9戸〔qin〕

qiC・≡〔qiC（s）n〕

frs≡…Ck（r）iC（s）十leriC（、）π＊iC（、）

o

　　　　　　　の生産に用いた資本額1円当り報酬，ZUxE〔π＊ゴ〕

　π㌔。）：κk（r）の生産に用いた資本額1円当り報酬，11k≡〔π＊k（。）〕

　この場合における均衡は次のように表わされる。（xtは行列Xの転置行列を

示す。1は単位行列を示す。）

Cxx－　I

Ckx

C’nx

孟灘

O

CiCk　－1

C’niC

KiC　iC

これより次の数量式をうる。

Xk〕＝ 一 9哨

一
9k

ξ

々

消費財生産物需給一致

資本財生産物需給一致

労働需給一致

資本財ストック需給一致
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0　　　　　（7x　’

C，，－I　　qk

C’nk　　一ξ

E夕十KiC　icXle　＝＝　lexn

ry

XiC

Xn

0

0

0
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この式を次のように置換ないし特殊化すればPasinettiのモデル皿となる①。

m→n－1，ツ，→Xブ，Xn→Xn，κk（。）→X，（。），9伽→a」u，　qiC（。）。→ak（。）弛，1ブ→α・ブ，

Cnle（。）→ank（r），　kr→Kr／Xn，

d・」→　r＝ブのとき

　　　r≒ブのとき

ers→’ ∫「＝sのとき

　　　し≒、のとき

ah（r）r，

0，

1，

0，

c…）1・（・）→ ∫r＝sのとき

　　　　　　し≒sのとき

11＊ic（s）le・k（s）→　r＝Sのとき

　　　　　　　r≒Sのとき

b。

0

πL’s

O

Pasinettiモデル皿では，7≒sのときC，（。）k（、）＝e。s＝krk（、）＝0であるから，

明らかに資本財相互間には直接にも間接にも依存関係は認められていない。で

は消費財相互間ではどうであろうか。この節のモデルをPasinettiに即して特

殊化すれば，ゼキブのとき物＝0であることがわかる②。この含意は次のと

おりである。第i消費財の生産に直接投入する資本財がたとえ第ゴ資本財のみ

でをあるとしても，第i消費財の生産に中間財として第ブ消費財を用いること

を認めるならば，第i消費財は間接に第ブ資本財を用いることになる。すなわち

砺＞0となる。笏＝0ということはこの場合を排除することを意味してい

る。ところで㌦は第ブ消費財1単位当りに直接間接要する第ゴ消費財（中間

財）を示している。ゆえにr乞」＝・　Oということは消費財相互間に生産における

依存関係のないことを意味している。かくてPasinettiモデルでは資本財相互

間にも，また消費財相互間にも，生産における依存関係は全く（直接にも間接

にも）認められていない。

ところでP・・in・ttiモデルの消費財労働投入係tw・・iは・　…　＝＝　1・≡婁l　c・≠η・

として導出されることがわかる③。ここでC。ブは現実の資料あるいは産業連関

分析の資料より利用できる。また勉は（1－一一　Cxx）－1の（」，の元素であ

●
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るから，　これまた現実の資料あるいは産業連関分析の資料Cxxより利用でき

る。同様にale（。）およびb，についても現実の資料と結びつけることができる。す

なわち上述の4。ゴおよびC，（r）iC（s），　e。s，編（s）等も現実の資料と結びつけること

ができる。このことは，資本財の測定法が能力単位であるか物量単位であるか

にかかわらず，現実の資料と結びつけることによって，係数に経験上の意味を

もたせることができることを示している。Pasinettiモデルの諸係数は，「準

逆行列」に関連して次のようにいうことができる。

　Pasinettiモデルの諸係数（与件）は一般に産業連関分析における準逆行列

として求めることができる。たとえば消費財労働係数ainについては次のとお

りである。

　（ain，…，　an－1n）＝〔1のi・”1ヨC’nkR

　本源的生産要素（労働）め（直接）投入係数行列C’，，iCに消費財部門の逆行

列Rを乗じてできる1は準逆行列に他ならない④。また0あるいはEは，消費

財部門の逆行列Rと本源的生産要素（資本財）の減耗行列C，（。）ブあるいはスト

ック投入行列Kle。との積で表わされる準逆行列である。

　他方，価格方程式は次のように表わされる。

一 1　D’＋flxE’　　　　　　　　　1

0　　C’kiC十刀「，K’iCiC．－1　　　　　　　　CniC

q’xq’r9㌦疏E’一”ll　・K’iCte　rL＊

ただし　乃ヨ（1－CkiC）－1（0偽＋qiC）

　　　L＊≡1’q．＋C’nich

P＊x

1）＊k

w

0

0
。／

これら数量および価格方程式より均衡の産出量（y，Xk）および価格　（P＊x，

P＊h）が求められる。

　y　＝＝　qxXn

　XiC・＝hXn

　P㌔＝｛（1－F’）’1（D’＋ll。・E’）C・iC　＋1｝W

　P＊iC＝・（1－F’γIC耽W
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　また労働の完全雇用条件は両方程式がnon－trivia1解をもっkめの必要十分

条件と同値であり，その条件は，

　ξ＝L＊

で表わされる。

　したがって消費財純生産yは需要qxXnに等しく決定される。　ただし消費

財粗生産κは需要のみならず技術係数Rに依存する。資本財生産は需要

（qx，9のと技術係数（Ckk，　D）に依存する。他方，消費財価格は賃金率

W（ニメレール），利潤率Ux，技術係数（D，　E，　F，　Cn　iv，1）に依存し，

資本財価格は賃金率W，利潤率llk，技術係数Fに依存する。したがって単線

的生産構造の場合と異なって，消費財の数量および価格，資本財の数量および

価格は，それぞれ他の消費財および資本財の消費係数，利潤率および技術係数

に依存する。しかし相対価格は利潤率と技術係数によって決定される。需要は

相対価格の決定には関与せず，ただ相対数量を決定するにすぎない。この最後

の点は単線的生産構造の場合と同様である。ゆえに消費財間および資本財間に

おける生産の複線的構造を認めた場合にも，数量および価格の決定関係に本質

的な相違はみられない。

　またこれらの数量，価格および完全雇用条件に対して上述の置換ないし特殊

化を行なえば，Pasinettiモデル皿のそれに一一致することがわかる。

　次に，与件の符号条件（W，Xn，　q。，　Cnx，　C。ic＞0　かっC副Ck。，　Cldc，

Kk。，　Kkk－，≧o）を前提としたうえで，非負解が存在する条件は次のように

表わされる。

（i）　O〈ξ≦1　⇔　　0＜L＊≦1

（ロ）Xk≧0　　　⇔　h≧0

㈲　P．。＊≧O　　e　　（1－F’）－1（D’＋疏EうCπκ＋1≧0

←＝）Pig＊≧O　　e　（1　－F’）”　1　C。ic≧0

㈲　1－C。。がHawkins－Simon条件をみたす

（K）1　一一C，，がHawkins－Simon条件をみたす

　（ロ）は粗投資が非負という条件であり，q。に対する制約である。のおよび（⇒
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は，11－F’1≒0を前提としたうえで，それぞれ与件としての利潤率11．お

よび疏の制約を示す。㈱および囚はそれぞれ生産における消費財間および資

本財間の依存関係がproductiveであることを示す。上述のPasinettiモデル

はC。。＝0という特殊な場合であるから㈲は常に成立し，Pasinettiモデル

には条件として付加する必要はない。囚はPasinettiモデルKの条件（ii）

b・＜1を搬化したものである・すなわち（A）を（締

のように特殊化すれば，的は条件（ii）∂K　1，（i＝1，…，n－1）に一致する。

　（d）の0〈L＊は（ロ）と㈲より導出できる。　というのは，㈲はR≡（1－

C。。）－1≧0と同値であるから，1≡C。。R≧0となる。この条件と（ロ）h≧O

をL＊の定義式に代入すればL＊＞0をえる。ゆえに（d）は，

　（イノ）　　五＊≦1

とすることができる。

　したがって複線的生産構造モデルでの非負解の存在条件をPasinettiモデル

皿のそれと対応づけると次のようになる。

　（イ’）…（i）　；（ロ）および（→…（ii）；㈲…（iii）　；⇔…（iv）

各条件は形式的には相違はないが，生産構造の複線化に伴なって内容は厳しく

なっている。

　資本係数については，消費財部門，資本財部門および経済全体についてそれ

ぞれ次のように示される。

　　　塁、P＊le（t）砺／P＊」　　；　　塁、P・姻編（，）／P・iC（、）

　　　および「齋α訪辞濃瀞砦躍肋燃

　したがって消費財部門の資本係数は，利潤率llxおよび込と技術係数

C。　，Ts　CiCx，　Cnx，　C。k，　CiCk，κ儲およびKiCiCに依存し，資本財部門のそれは利

潤率11んと技術係i数C・k，CleiC，およびKiCkに依存する。他方，経済全体の資

本係数は，各部門の資本係数が依存する利潤率および技術係数の他に，需要係

IS（　qxおよびqteに依存する。　ゆえにPasinettiの単線的生産構造モデルにお
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ける資本係数と技術進歩の型についての帰結は，複線的生産構造モデルにおい

てもそのまま成立する。

　かくてPasinettiモデルを消費財間および資本財間で複線構造をもっように

一
般化しても，消費財と資本財を区別した垂直統合型のモデルである限り，本

質的な相違は生じないことがわかる。

　①PasinettiモデルのKr　1単位は，　XiC（・）の生産に要するいくつかのe。sの組み

　　（ers）である。すなわち，

　　　K11単位　　＝（ell，　e21，…，　em（・）1，0，…，0）

　　　K21単位　　＝（O，…，0，　em（、）＋12，…，　em（・）2，0，…，0）

　　　Kn＿11単位　＝（0，…，0，　em（n－2）n－1，…，　em　n－1）

　　である。しかし本文の置換では（ers）がただ1個の元から成っているとみなしてい

　　る。Pasinettiモデルをこのように解しても本質的な相違は生じない。

　②　すべてのi，」に対して，CiC（卿≧0，7¢ブ≧0，　C滝①併0であり，かつiキノの

　　とき吻三零二IC・・i・吻一・である・ゆえに…一・（tFノ）である・

　③Pasinetti〔1〕P．99。

　④この場合は本源的生産要素は労働1種類だけであるので，C／nxはベクトルになっ

　　ている。

7　価格と需要の相互依存について

　第1節でものべたように，Pasinettiモデルでは相対価格（賃金率に対する

価格）は技術によって決定される。そこでは需要（すなわち消費者選好）は相

対価格の決定には影響せず，ただ生産されるべき相対数量（すなわち生産物の

比）を決定するにすぎない。しかしこの帰結は無条件に成立するのであろうか。

　近代における経済成長の特徴はPasinettiのいう如く，成長が主として技術

進歩に負うこと，かつ構造変化の激しいことである。それと共に，分割不可能

な固定資本設備が巨大化しつつあることもその特徴であると考えることができ

よう。

　以下では，この帰結すなわち相対価格がもっぱら技術に依存し需要は相対数

量を決定するにすぎないというPasinettiモデルの帰結が，投入要素（とくに
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資本財）の分割可能性に決定的に依存していること，したがってもし分割不可

能な資本設備の存在を認めればこの帰結が成立しないことを示す。

　まずPasinettiモデルにおける決定関係は第8図の実線のように示される。

技

術

　　賃金率　　　　　　　　　　消費者選好
　　（ニメレール〉

崖一⊥一＿価

嚢↑　格
↑　利潤率

1　　　　　　　　　　　（　与fT－）　　　　　　　　蜜、

1　　　　　　　　　　　　　　　　　、
響　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　　　　NL＿＿＿晒一＿＿申＿＿＿＿＿－A＿＿＿噛＿＿＿＿

第　8　図

．生産
　↓

所得

←一ロコ
　　　所得分配
　　　（扱われない）

　技術，人口および消費者選好は与件である。Pasinetti〔1〕では利潤率は

与件として扱われ，かっ所得分配は扱われていない。さらに第8図において点

線で示された決定関係は扱われていない。したがって価格はもっぱら技術にょ

って決定されることになる。すなわち上述のPasinettiの帰結は生産諸係数が

産出量から独立していることから生じる。したがって以下の考察は生産諸係数

の産出量からの独立性を吟味することでもある。考察は（例1）技術が複数の

場含と（例2）技術が唯一つの場合に分けられる。

（例1）抜術が複数の場合

　いま小麦の生産技術が第7表のようにA，B2種類あるとする。小麦は労働

と分割不可能な資本財とで生産され，資本財は労働のみで生産されるとする。

労働と資本財減耗は産出量に比例するが，資本財ストックは分割不可能である

ために産出量に比例しない固定要素として扱われる。

　これより小麦Xトンのときの全費用（労働表示）は，

　　A…12十20x

B…60十8x

である。したがってx＝・4を境にして有利な生産方法が交代する。
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　　　第

資　本　財

7　表

A

B

小麦1トン当り
労　　　　　働

14

2

鍬　1ダース

トラクター1台

小麦1トン当り

資本財減耗

0，05ダース

0．01台

資本財生産の労働

鍬　1ダース当り
　　　120

トラクター1台当り

　　　600

　ところで上述のようにPasinettiモ

デルにおいては，生産物に対する需要

は第1図の如く1人当り所得の関数と

考えられている。したがって小麦産業

面よ技術進歩がないとすると，選択さ

れる技術は，第1図における（a）（b）タイ

プの消費財ではA→B，また（c）タイプ

の消費財ではA→B→Aと変化する。

B技術用資本財（トクラター一）に技術進

全費用

92

60

12

0’ 4

第　9　図

歩があってB’になったとれば，上述の選択される技術の変化はより早い時期

に招来されることになる。いずれにしても選択される技術が常に同一であるよ

うな技術進歩があるという保証はない。したがって一般には，技術進歩→1人

当り所得増大→消費財需要増減→選択される技術の変更→相対価格の変化が生

じるとみなくてはならない。

　以上は技術が複数の場合である。もし技術が唯一つであるなら需要がこのよ

うなプロセス（技術の代替）を通じて価格に影響することはありえない。しか

し技術が唯一つであるときにも資本財の分割不可能性を認めるなら，次に例示

するように，、他のプロセスを通じて需要が価格に影響する場合がある。

　（例2）技術が唯一つの場合

　技術Bにおいてトラクター1台で小麦6トンまで生産可能（キャパシティ

6）とすれば，小麦の生産量と小麦1トン当りトラクター一台数との関係は第10

図のように示される。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この図から明らかなように

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小麦1トン当りトラクター台

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数は，小麦の産出量が多くな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るにつれて1台当りキャパシ

t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ティの逆数に近づく。もし小

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　麦の需要（産出）に比べてト

　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラクターのキャパシティが非

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常に小さいなら，小麦1トン

　t　　　　　　　　　　　　　　　　　当りトラクターはキャパシテ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ィの逆数に近似させることが
　　　　　　　　　　　　　　　　　小麦生産
　　　　　　　6　　　　12　　　　18　　でき，したがって一定である

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とみることが許されよう。し
　　　　　　　　第　10図
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かし需要（産出）に比べて分

割不可能な資本設備の規模が大きいなら，産出量のわずかな変化によって小麦

1トン当りトラクター台数が大きく変化する。この場合には小麦1トン当りト

ラクター台数は一定ではなく，産出量の関数とみなくてはならない。

　ここで，Pasinettiモデルでは資本財が能力単位で表わされていることを想

起しなくてはならない。すなわちトラクター1単位とは小麦1トン当りのトラ

クター一一一一台数を意味している。ゆえに（例2）におけるように小麦の産出量の変

化につれて小麦1トン当りのトラクター一台数が変化している場合には，トラク

ター1単位の具体的物量（台数）が小麦の産出量とともに変化する。これより

2つのルートを通じて価格は変化する。　（i）トラクター1単位当り労働投入

量が変化し，その価格（労働投入量×賃金率）が変化する（賃金率はニメレー

ルで一定と仮定されている）。　（ii）利潤率の変化を通じて価格が変化する。

Pasinettiモデルでは利潤率も能力単位当り表示であることに注意しなくては

ならない。すなわち，

　トラクター一の利潤率＝トラクタt－・・｝1単位（小麦1トン）当り利潤

　　　　　　　　　＝トラクター－1育（1期間）当り利潤
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　　　　　　　　　　　×小麦1トン（1期間）当りトラクター台数

であるから，トラクター1台当り利潤が小麦1トン当りトラクター台数とちょ

うど逆の動きをする場合以外は，利潤率は一定ではありえない。しかるに利潤

率は価格の構成要素であるから，産出量（需要）の変化は利潤率の変化を通じ

て価格に影響する。

　（例2）の事態は資本財の単位を能力単位から物量単位に変えることによっ

て回避することができる。しかし（例1）の事態は，複数の技術と分割不可能

な固定資本財があり①，　かっ固定資本財費用の大なる技術の平均可変費用が

（固定資本財費用の小なる技術のそれより）小のときには必ず起る。

　このようにPasinettiモデルにおいて価格と数量が分離されているのは技術

選択の問題を陽表的に扱っていないためである。　彼はaggregateモデル

（Pasinetti〔2〕’，本稿第1節注6参照）の終りに，モデルをdisaggregateす

ると消費者選択および技術選択の問題が新たに発生する旨をのべている。本稿

でのべた彼のdisaggregateモデルでは消費者選択の問題は扱われているけれ

ども，技術選択の問題は無視されている。第1節でのべた如くPasinettiモデ

ルの資本財は結局は労働のみで生産される。すなわち労働が唯一の本源的生産

要素である。この場合においても，　（例1）で示したように分割不可能な資本

財がある場合には技術選択の問題が生じ，価格は生産量したがって需要量およ

び消費者選好から独立ではありえない。ゆえにこの場合には上述のPasinetti

の帰結は成立しえない②。

　この結果，資本係数と技術進歩の型にっいても次のようにいうことができ

る。Pasinettiモデルでは各部門の技術進歩の型をその部門の資本係数の変化

によって分類することができた。その理由は各部門の資本係数がもっぱら技術

係数に依存し，需要係数には依存しないからである。しかるに上述のように分

割不可能な資本財の存在を認める場合には，技術係数（したがって資本係数）

は生産（需要）量に依存する。ゆえにこの場合には，経済全体の技術進歩にっ

いてばかりでなく各部門の技術進歩についても，資本係数の変化によって技術

進歩の型を分類することは意味をもたなくなる。
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　ところで現実には分割不可能な資本設備の規模は大きくなりつっある。ちな

みに米国における工場の最小効率規模は大きくなりっっある③。これは主にそ

れぞれの産業における固定資本設備の巨大化によるものと考えられる。

　さらに重要産業において寡占が支配的になりつつあること，かつその寡占化

の1つの誘因が分割不可能な資本設備の大型化に求められることを考え合わせ

ると，長期理論においても産出量（需要）の技術係数（したがって価格）への

影響を無視することはできないといわねばならない。

　①　たとえ資本財が分割可能であっても，すでにその資本財を保有しているために生産

　　に投入すると否とにかかわらず利子費用を負担しなくてはならないとすれば，その場

　　合にも以下の議論は妥当する。

　②Pasinettiによれば，彼のモデルにおける技術変化（すなわち生産係数の変化）は，

　　規模に関する収穫逓増および逓減の場合をも含みうる（Pasinetti〔1〕P．57注4）。

　　しかし，そのことは技術係数が産出量（需要）から独立ではありえないことに他なら

　　ない。本節で示したのは，資本財の分割不可能性より生じる収穫逓増の場合である。

③　たとえばWeissの推定によれば，米国の5産業における最小効率規模は次のとお

　　りである。

自　動　車　　鉄　　　鋼

（1000台）　　　（1000トン）

石油精製
（1000バーレル）

製　　　粉
（100重量ポンド）

　セメン　ト

（1000バーレル）

塑畔圃期間年産陣間年酬期間L－－tE．f．．．fre．1－i・一期間睡

1924－34　　　　160

1929－39

1929－41

1939－481

11941－53
ll　94S－58

1953－61

〆

40

160

80

640

640

640

1926－35

1930－38

1938－48

1945－54

1948－57

1，500

2，250

3，375

1，000

1，500

　　　　l1954－601　2，2SO

　　　　e

1928－39

1939－48

1939－54

1948－58

1954－6i

　5，8
＆67．0

30．0

45．0

　45．0

　30．0
＆150，0

1　932－42

1942，48

1942－53

1948－59

1953－61

2，250

1，000

5，000

5，000

5，000

1933－41

1939－48

1941－53

1　948－58

1953－61

1，800

1，400

1，400

2，300

2，300

L．W．　Weiss，　The　Survival　Technique　and　the　Extent　of　Suboptimal

　Capacity，ノburnal　of　Politicql　Economy，　Vol．　LXX　E　1964．

　なお，Weissの推定はsurvival　techniqueによるものであるが，1940年代末お

よび1950年代初に関する彼の推定値は，engineering　estimate　lこよるJ．　S。　Bain

の推定値とほぼ一致している（Weiss上掲書p．248）。
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8　技術進歩について

　第1節において示したように近代経済成長の特徴は，それが主として技術進

歩に負うこと，かつその過程における構造変化が激しいことである。しかもそ

の構造変化は技術進歩によってもたらされる。すなわち技術進歩が1人当り所

得を増加させ，　1人当り所得の増加が消費財需要構造を変化させる。　その結

果，生産・産業構造が変化する。さらに技術進歩による新しい財の出現がこの

傾向を強める。一言でいえば技術進歩が近代における経済変動の主要な原因で

ある。これが近代経済成長についてのPasinettiの基本的見解である。

　しかもその技術進歩は人間の1earning　Processから生じる。したがって相

対価格は各財1単位当りに社会が支出しなくてはならないrelative　efforts

の指標と考えられる。かくて相対価格は，消費者需要によってではなく，技術

によって決定される。これが価格についてのPasinettiの見解である。

　ところでPasinettiは，従来のマクロ・モデルおよび多部門均斉成長モデル

を長期モデルとしては非現実的であると批判した。その批判の骨子は，長期で

は技術進歩を無視することができず，しかも技術進歩は必然的に構造変化をも

たらすにもかかわらず，それらのモデルでは構造変化を扱いえないということ

であった。そこで彼は構造変化を扱いうるモデルWを積極的に提示した。しか

しモデル珊における技術進歩の扱い方は不十分であると思われる。以下ではこ

の点を人間のlearning　processおよび価格との関連において説明する。

　PasinettiモデルWにおいて技術係数は，

　α暁（’）＝α漉（o）e－・it

　a，煎）（t）＝a。k（i）（o）一ρk（i）t

で表わされている。すなわち時間の変化につれて技術係数（産出量1単位当り

労働投入量）が一定率で自動的に変化している。技術進歩は時間にっれて自動

的に換言すれば費用なしに発生している。技術進歩のために社会が支出しなく

てはならないeffortsは，少なくとも陽表的には，表わされていない。

　これは次のことを意味する。近代における経済変動の主たる原因は技術進
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歩であると考えられているにもかかわらず，技術進歩の発生源である人間の

learning　Processに対して社会が支出しなくてはならないeffortsが無視さ

れている（少なくとも陽表的には表わされていない）。そうすれば近代におけ

る経済変動は主として人間のeffortsによるものではなく，　自動的に生じた

ことになる。

　もとよりこういうPasinettiモデルの帰結はPasinettiの考え方とは異な

るであろう。PasinettiモデルがPasinettiの考え方と斉合的であるために

は，技術進歩はmanna型であってはならない。すなわち人間のeffortsに

よって技術進歩が生じるのでなければならない。そのことは労働の一部が技術

の維持…と進歩のために支出されねばならないことを意味する。

　技術進歩に費用がかかるという考え方はいろいろな方法でモデルに導入する

ことができる①。以下では上述のPasinettiモデルに即した1つのモデルを示

す。

　一般に，同じ産出量を同じ技術で生産する場合においても，その技術を維持

するには費用がかかる。たとえば技術を体得している人もやがて退職して新規

労働者と交替するので，常に技術をlearningする費用がかかる。これより第

i消費財（Xi）1単位当り労働投入量a。iは次のように表わされる。　（本節

の1，は第6節の1¢とは全く別のものである。）

　a，，i＝：crte一βi　i・i

単純化のためにeViおよびβぎは正の定数とする。1・は技術水準α。iを一定に維

持するために要するX、　1単位当り費用（労働投入量）である。すなわちX盛1単

位の生産には労en　a。iが必要であるが，その技術を維持するにはさらにliの

労働が必要である。したがって技術を維持するだけでなく，技術を進歩させる

ためには，経常的生産活動用の労働以外に，a。iを維持する労働らを上回る労

働が必要である。ゆえに技術の維持ないし進歩のための労働投入1バ齢1単位

当り）の時間的経路1・（のが与えられたとき，　かつそのときにのみ，技術係

数α漉の時間的経路が明らかになる。

　いま時点Oにおける技術a。i（0）を維持するに要する労働投入を1、（0）とす
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る。

　a。i（0）＝αie－Bi　ii（°）　　　　　　　　　　　　　　　　　’

このとき時点tにおける技術a。i（t）は次のよう，に表わされる。

　a。i（t）＝・ani（0）e’・Bi｛li・（t）－li（o）｝

もし時点tにおける技術開発用の労働投入が時点○と同じであれば（1、（1）＝：

1，（0）），技術進歩はない（a。i（t）＝α紙0））。技術進歩があるためにはさらに

多量の技術開発用の労働が投入され

なくてはならない。この関係は第11

図に示されている。

　さてこのような技術進歩を想定す

れば，奴ので象徴されている技術進

歩に対する政策如何によって，技術

係数は様々に変化しうる。Pasinetti

モデルでは技術係数の減少率（技術

進歩率＝－a．i／a。i）はρi（一定）

で与えられているので，明らかに特

殊な場合を扱っている。すなわち，

　一、勉＝（9il，

　　α漉

α，

ani（o）

a・i（t）

0

t

第　11図

αni（4t）

4i

であるから，技術進歩政策をβili＝　piとなるように特殊化すれば，

　a。i（t）＝ani（0）e’・i　t

となり，Pasinettiモデルに一致させることができる。ゆえにPasinettiモ

デルにおける技術進歩政策は，β孟＝ρ蛋を解くことによって，

1・（t）一 多1’＋1・（・）

として陽表的に表わされる。
　　　　　　　　　　　　　　　　〆
　もとより本節のモデルでは，技術進歩は「既知の技術に基づく経常的生産活

動」とは別個の経済活動によるものであり，その技術進歩のための経済活動に

は別個の費用が必要であると考えられている。　したがって技術進歩政策を
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Pasinettiモデルに一致するように特殊化した場合にもなおモデルの解には相

違が生じる。

　まず（1人当り）純需要（消費財需要と純資本蓄積需要）より派生する直接

聞接労働需要Lは，Pasinettiモデルのそれより技術進歩用の労働投入分だけ

増加して，L＊＊となる②。

　L＊＊＝・L　＋Eliain＋Xl，（t）（ak（乞）iai，，，．＋ak（，i）it）

　　　＝＝Σ（a。i＋1，）ai，，，＋x（α，煎）＋　1・（i））ak（の幽。＋Σ（a，，k（i）＋1，，（i））ale（i），i，

これより数量方程式の最後の行および価格方程式の最後の列が修正される。そ

の結果，価格と（1人当り）労働供給ξに対する解が次のように修正される。

　Pi＝｛（α，計1の＋（πi＋aiC（i）の（α雌）＋1、ω）｝w

　Pic（の＝（aniC（i）＋　1，（’i））w

　ξ＝L＊＊

　これよりPasinettiモデルの技術係数a，、．tが（α。汁1∂に，またa。ic（i）が

（a。k（i）十lic（のに修正されていることがわかる。この修正のもっ意味は次のよ

うに考えられる。a。iは1，に依存し，　a。k（・i）はlea）に依存する。したがって

相対価格P㌃ω／WはliC（i）に依存し，　Pi／Wは1，，　lk・（i），πtおよびaκ（i）iに

依存する。　ところでPasinettiモデルでは利潤率πiおよび減耗率ak・（i）iは

与件とされている。したがって相対価格は1，とliC（i）のみに依存する。ゆえに

相対価格は，財1単位当りに社会が支出しなくてはならないrelative　efforts

の指標であることには相違ないが，それは，社会のeffortsが技術進歩のため

にどれだけ向けられるかにもっぱら依存している。すなわち，Pasinettiモデ

ルにおける相対価格が人間のeffortsとは無関係に時間につれて自動的に変化

するのに対して，本節のモデルにおける価格は，技術進歩のためにどれだけの

effortsを支出するかということに関する社会の決定（政策）に依存して変化

する。

　さて近代に1おける経済変動の主たる要因が，人間のlearning　Processに基

礎をおく技術進歩であるという認識にたてば，価格変化が技術進歩に対する

effortsに依存するというのは自然な帰結であるように思われる。技術進歩を
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人間のeffortsと結びつけることによって価格をこのように把握することこそ

Pasinettiの意図に合致するように思われる。

　なお技術進歩を人間のeffortsと結びつけたにもかかわらず，産出量渇お

よびXi、（i）はPasinettiモデルと陽表的には何ら相違しない。その理由は，単

純化のために減耗率伽餌を一定にしたことにより，産出量がもっぱら需要係数

aiwおよびak（肋に依存するためである。ただし均衡における純資本蓄積係数

ακ（伽は，第6表より明らかなように，人口成長率9，消費財需要成長率蹴お

よび消費財需要ainに依存する。しかるに消費財需要の成長率は消費者選好と

技術係数（およびその変化率）に依存する。したがって産出量もまた価格と同

様に，技術進歩に対して社会の支出するeffortsから独立ではありえない。

＊

　長期動学理論としての限界分析批判，および長期均衡分析において利潤を与

件として扱っている点はいずれも重要な論点であるが，本稿では言及すること

ができなかった。

　①　たとえば天野明弘「技術進歩と経済成長：展望」筑井甚吉・村上泰亮編「経済成長

　理論の展望』岩波書店，1968，pp．12－21。

　②　資本財生産における技術ank（i）についてもaniと同様に，

　　　・醐一α爾・一輸z・（の

　　と考えられている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1971．7．29）


